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information

税
の
お
知
ら
せ

6
月
の
納
税
等

村
県
民
税
／
前
納
・
第
1
期

保
　
育
　
料
／
6
月
分

納
　
期
　
限
／
7
月
１
日（
月
）

　

納
期
限
内
の
納
付
に
ご
協
力
く
だ
さ
い
。

　

納
付
は
便
利
な
口
座
振
替
を
ご
利
用

く
だ
さ
い
。

個
人
住
民
税
に
つ
い
て

個
人
住
民
税
は
、
毎
年
１
月
１
日
に

そ
の
市
町
村
に
住
所
が
あ
る
か
、
あ
る

い
は
事
務
所
な
ど
が
あ
る
方
に
か
か
る

税
金
で
、
道
府
県
民
税
と
市
町
村
民
税

を
合
わ
せ
て
住
民
税
と
よ
ば
れ
て
い
ま

す
。住

民
税
は
、
所
得
金
額
に
か
か
わ
ら

ず
一
定
の
額
を
負
担
す
る
均
等
割
、
所

得
金
額
に
応
じ
て
負
担
す
る
所
得
割
等

か
ら
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

所
得
金
額
…
一
般
に
収
入
金
額
か
ら
必

要
経
費
を
差
し
引
い
た
金
額
で
す
。

所
得
控
除
…
扶
養
控
除
、
配
偶
者
控
除
、

社
会
保
険
料
控
除
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

税
額
控
除
…
調
整
控
除
、
配
当
控
除
、

寄
付
金
税
額
控
除
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

●
納
税
の
方
法

　

村
民
税
と
県
民
税
を
あ
わ
せ
て
次
の
い

ず
れ
か
の
方
法
に
よ
り
納
税
し
ま
す
。

普
通
徴
収
…
役
場
か
ら
個
人
に
納
税
通

知
書
を
送
付
し
て
、
直
接
個
人
が
納

付
す
る
方
法
で
す
。
納
期
は
、
年
４

回（
６
月
・
８
月
・
１０
月
・
翌
年
１

月
）で
す
。
全
期
前
納
で
納
め
る
こ

と
も
で
き
ま
す
。

特
別
徴
収
…
６
月
か
ら
翌
年
５
月
ま
で

の
１２
回
に
分
け
て
給
与
か
ら
天
引
き

さ
れ
、
給
与
支
払
者
が
給
与
所
得
者

に
代
わ
っ
て
納
め
る
方
法
で
す
。

※
特
別
徴
収
で
納
付
さ
れ
て
い
る
方
が
、

そ
の
年
の
途
中
で
会
社
を
辞
め
ら
れ

た
場
合
、
納
付
方
法
が
普
通
徴
収
に

変
更
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
本
人
が

希
望
さ
れ
る
場
合
、
ま
た
は
翌
年
１

月
１
日
以
降
に
退
職
さ
れ
た
場
合
は
、

未
納
税
額
が
給
与
か
ら
一
括
徴
収
さ

れ
ま
す
。

　

な
お
、
再
度
他
の
会
社
へ
就
職
さ
れ

た
場
合
で
も
申
し
出
が
な
け
れ
ば
、

特
別
徴
収
に
よ
る
納
付
は
で
き
ま
せ

ん
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

年
金
か
ら
の
特
別
徴
収

４
月
１
日
現
在
６５
歳
以
上
の
方
の
う

ち
、
老
齢
基
礎
年
金
な
ど
の
公
的
年
金

等
を
受
給
さ
れ
て
い
る
方
は
、
そ
の
公

的
年
金
等
の
所
得
に
係
る
住
民
税
が
公

的
年
金
等
か
ら
特
別
徴
収（
天
引
き
）さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
障
害

年
金
や
遺
族
年
金
は
対
象
と
な
り
ま
せ

ん
。年

金
か
ら
の
特
別
徴
収
が
さ
れ
る
時

期
、
金
額
等
は
、
次
の
表
を
参
考
に
し

て
く
だ
さ
い
。
手
続
き
の
都
合
上
、
仮

徴
収
分
に
つ
い
て
は
算
出
さ
れ
た
税
額

よ
り
多
い
金
額
が
年
金
か
ら
天
引
き
さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
場
合
は

後
日
還
付
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま

す
の
で
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

な
お
、
給
与
所
得
に
係
る
住
民
税
は

給
与
か
ら
の
特
別
徴
収
、
公
的
年
金
等

に
係
る
住
民
税
は
年
金
か
ら
の
特
別
徴

収
、
そ
の
他
の
所
得
に
係
る
住
民
税
は

普
通
徴
収
、
と
所
得
の
種
類
に
よ
っ
て

そ
れ
ぞ
れ
徴
収
方
法
が
分
か
れ
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。
す
べ
て
の
方
法
で
納
め

て
い
た
だ
く
方
も
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す

が
、
重
複
し
て
納
め
る
こ
と
に
は
な
り

ま
せ
ん
の
で
、
ご
承
知
お
き
く
だ
さ
い
。

減
免
に
つ
い
て

次
の
要
件
に
当
て
は
ま
る
方
は
、
住

民
税
の
減
免
を
受
け
る
こ
と
が
出
来
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
申
請
書
を

提
出
す
る
時
点
で
納
期
限
が
過
ぎ
て
い

る
分
や
納
付
が
さ
れ
て
い
る
分
は
減
免

●均等割の税率
　県民税年額　2,000円
　�（あいち森と緑づくり税
500円および復興特別税
500円を含む）
　村民税年額　3,500円
　（復興特別税500円を含む）

●所得割の税率
　県民税 4％｝一律10％　村民税 6％
所得割の計算方法
（所得金額－所得控除額）×
10％
－税額控除額＝所得割額

今年度から特別徴収が開始される人

徴収
方法

普通徴収�
（自分で納付）

年金から特別徴収�
（天引き）

算出
方法

6月 8月 10
月

12
月 2月

それぞれ年税額の
1/4

それぞれ年税額の�
1/6

※�年金からの特別徴収の期割税額に100円未
満の端数が生じた場合、10月に加算します。

昨年度、年金から特別徴収されている人

徴収
方法

年金から特別徴収（天引き）

仮徴収 本徴収

算出
方法

4月 6月 8月 10月 12月 2月

それぞれ「前年度の
公的年金等に係る年
税額×1/2」を3等分
にした税額

それぞれ年税額から
4・6・8月分（仮徴収
税額）を差し引いて3
等分した税額

※�期割税額に100円未満の端数が生じた場合、仮
徴収は4月、本徴収は10月に加算します。
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額
が
住
宅
等
の
価
格
の
１０
分
の
３
以

上
で
あ
る
方
の
う
ち
、
前
年
総
所
得

金
額
等
が
１
０
０
０
万
円
以
下
の
方

●
申
請
方
法

納
期
限（
最
初
の
納
期
限
は
７
月
１

日（
月
）で
す
。）ま
で
に
減
免
申
請
書
お

よ
び
添
付
資
料
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

事
務
手
続
き
の
都
合
上
、
６
月
２０
日

（
木
）ま
で
の
提
出
に
ご
協
力
お
願
い
し

ま
す
。

減
免
申
請
書
は
税
務
課
窓
口
に
あ
り

ま
す
。

●
問
合
せ
先

総
務
部
税
務
課

住
民
税
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ

Ｑ
村
県
民
税
は
い
く
ら
の
収
入
か
ら
課

税
さ
れ
ま
す
か
？
扶
養
親
族
に
な
っ

て
い
て
も
課
税
さ
れ
る
の
で
す
か
？

「
私
の
昨
年
の
収
入
は
パ
ー
ト
で

９８
万
円
あ
り
、
そ
の
他
の
収
入
は
あ
り

ま
せ
ん
。
パ
ー
ト
収
入
が
１
０
３
万
円

を
超
え
な
い
限
り
、
税
金
は
非
課
税
に

な
る
と
聞
い
て
い
た
が
、
今
年
の
６
月

に
村
県
民
税
の
納
税
通
知
書
が
自
宅
に

送
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
ど
う
し
て
で

し
ょ
う
か
。」

「
私
の
昨
年
の
収
入
は
ア
ル
バ
イ
ト

で
９８
万
円
あ
り
、
配
偶
者（
ま
た
は
親

い
う
基
準
は
、
所
得
税
の
場
合
で
す
。

●
問
合
せ
先

総
務
部
税
務
課

特
別
徴
収
に
ご
協
力
を

給
与
所
得
に
係
る
住
民
税
の
徴
収
方

法
で
、
毎
月(

６
月
か
ら
翌
年
５
月
ま

で)

の
給
与
か
ら
天
引
き
に
よ
る
納
税

制
度
で
す
。
地
方
税
法
等
の
規
定
に
よ

り
、
給
与
所
得
に
係
る
住
民
税
は
特
別

徴
収
に
よ
っ
て
徴
収
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

納
税
者
の
方
々
の
利
便
性
の
向
上
お

よ
び
納
税
の
公
平
を
図
る
た
め
、
今
ま

で
普
通
徴
収
で
あ
っ
た
方
に
つ
い
て
も

特
別
徴
収
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
の

で
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま

す
。

●
納
税
者
の
メ
リ
ッ
ト

・
毎
月
の
給
与
か
ら
天
引
き
さ
れ
る
た

め
、
納
め
忘
れ
が
な
く
な
り
ま
す
。

・
納
税
の
た
め
に
金
融
機
関
等
に
行
く

手
間
が
省
け
ま
す
。

・
年
４
回
払
い
の
普
通
徴
収
よ
り
も
、

年
１２
回
払
い
の
特
別
徴
収
の
方
が
１

回
当
た
り
の
負
担
が
少
な
く
て
済
み

ま
す
。

●
問
合
せ
先

総
務
部
税
務
課

等
）の
扶
養
親
族
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、

今
年
の
６
月
に
納
税
通
知
書
が
届
き
ま

し
た
。
ど
う
し
て
で
し
ょ
う
か
。」

Ａ　
給
与
収
入
が
９３
万
円（
合
計
所
得

２８
万
円
）を
超
え
る
と
、
あ
な
た
が

扶
養
親
族
で
あ
る
か
に
関
わ
ら
ず
課

税
さ
れ
ま
す
。

あ
な
た
の
前
年
の
給
与
所
得
は
、
給

与
収
入
９８
万
円

－給
与
所
得
控
除
額

６５
万
円
＝
給
与
所
得
３３
万
円
と
な
り
ま

す
。
村
県
民
税
は
、
あ
な
た
に
扶
養
親

族
等
が
い
な
い
場
合
、
前
年
の
合
計
所
得

金
額
が
２８
万
円（
給
与
収
入
９３
万
円
）を

超
え
る
と
均
等
割
額
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

あ
な
た
の
合
計
所
得
金
額
は
３３
万
円
で

す
か
ら
均
等
割
額
が
課
税
さ
れ
、
納
税

通
知
書
を
お
送
り
い
た
し
ま
し
た
。
ま

た
、
税
金
が
か
か
ら
な
い
１
０
３
万
円
と

で
き
ま
せ
ん
の
で
ご
承
知
お
き
く
だ
さ
い
。

●
要
件

・
今
年
の
１
月
２
日
以
後
に
死
亡
し
た

方
の
う
ち
、
前
年
中
の
総
所
得
金
額

等
が
２
０
０
万
円
以
下
の
方

・
生
活
保
護
を
受
け
て
い
る
方

・
現
に
継
続
し
て
６
か
月
以
上
療
養
中

の
方
ま
た
は
継
続
し
て
６
か
月
以
上

療
養
を
要
す
る
と
思
わ
れ
る
方
の
う

ち
、
前
年
中
の
総
所
得
金
額
等
が

１
３
０
万
円
以
下
の
方

・
６
月
３０
日
現
在
に
お
い
て
今
年
中
の

総
所
得
金
額
等
の
見
込
額
が
前
年
中

の
総
所
得
金
額
等
に
比
べ
２
分
の
１

以
下
に
減
少
す
る
と
認
め
ら
れ
る
方

の
う
ち
、
前
年
中
の
総
所
得
金
額
等

が
２
０
０
万
円
以
下
の
方

・
雇
用
保
険
法
の
規
定
に
よ
る
基
本
手

当
の
受
給
資
格
を
有
す
る
方
の
う
ち
、

控
除
配
偶
者
ま
た
は
扶
養
親
族
が
有

り
、
か
つ
、
前
年
中
の
総
所
得
金
額

等
が
２
０
０
万
円
以
下
の
方

・
当
該
年
の
１
月
１
日
現
在
に
お
い
て

所
得
税
法
第
２
条
第
１
項
第
３２
号
に

規
定
す
る
勤
労
学
生
で
あ
る
方

・
災
害
に
よ
り
死
亡
し
た
方

・
災
害
に
よ
り
障
害
者
と
な
っ
た
方

・
あ
な
た（
控
除
対
象
配
偶
者
ま
た
は

扶
養
親
族
を
含
む
）が
所
有
す
る
住

宅
等
に
つ
い
て
災
害
に
よ
る
損
害
金

収入 
（所得換算後）

所得税 村県民税
所得割額 所得割額 均等割額

９３万円以下�
（２８万円以下）

非課税
非課税

非課税

９３万円超１００万円以下�
（２８万円超３５万円以下）

課税する
場合がある

１００万円超１０３万円以下�
（３５万円超３８万円以下）

課税する
場合がある

１０３万円超１４１万円未満�
（３８万円超７６万円未満）課税する

場合がある１４１万円以上�
（７６万円以上）
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【説明会の日程】 

日時 毎月５５と００のつく日（土、日、祝日を除く下記日程） 
  １４：００～１５：００ 

場所 津島税務署 
6/ 5（水）6/10（月）6/20（木）6/25（火） 
7/ 5（金）7/25（木）7/30（火） 
8/ 5（月）8/15（木）8/20（火）8/30（金） 
9/ 5（木）9/10（火）9/20（金）9/25（水）9/30（月） 

 
連絡先 法人課税第一部門 0567-26-2161(内線 612) 

自動音声の案内に従い「２」を選択してください。 

 消費税の軽減税率制度の説明会を開催しています！ 

軽減税率制度は、多くの事業者の方に関

係があります。税務署では、以下のとおり

「消費税軽減税率制度等説明会」を開催し、

事業者に対して説明を行っていますので、

是非ご出席ください。 

電話での事前予約をお願いします。 

（定員 各回 10 名） 

 
●上記以外の説明会の開催日時・場所に 

ついては 

事業者の方は、どなたでも参加できます。 

税務署 

国
内
に
は
、
約
7
万
4
，０
０
０
人

(

平
成
31
年
１
月
１
日
現
在
、
法
務
省

統
計)

の
不
法
残
留
者
が
い
る
と
言
わ

れ
、
そ
の
大
半
は
不
法
に
就
労
し
て
い

る
う
え
、
凶
悪
犯
罪
や
薬
物
犯
罪
等
の

悪
質
で
組
織
的
な
犯
罪
に
関
与
し
て
い

る
者
も
お
り
、
我
が
国
の
治
安
対
策
上

重
要
な
課
題
の
一
つ
に
な
っ
て
い
ま
す
。

警
察
で
は
、
こ
れ
ら
不
法
滞
在
者
の

不
法
滞
在
・
不
法
就
労

防
止
に
御
協
力
く
だ
さ
い

取
締
り
を
推
進
し
、「
安
心
」し
て
暮
ら

せ
る「
安
全
」な
地
域
づ
く
り
を
目
指
し

て
い
ま
す
の
で
、
情
報
提
供
等
、
住
民

の
皆
さ
ま
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

●
問
合
せ
先

愛
知
県
蟹
江
警
察
署

　

☎
９
５

－

０
１
１
０

配
偶
者
控
除
・
配
偶
者
特
別

控
除
が
変
更
に
な
り
ま
す
。

　

平
成
31
年
度
に
か
か
る
個
人
住
民
税

（
平
成
30
年
1
月
1
日
～
12
月
31
日
の

収
入
で
計
算
す
る
住
民
税
）か
ら
配
偶

者
控
除
、
配
偶
者
特
別
控
除
の
金
額
が

そ
れ
ぞ
れ
変
更
と
な
り
ま
す
。
変
更
後

の
住
民
税
所
得
控
除
額
は
次
の
と
お
り

で
す
。
な
お
、
ど
ち
ら
の
控
除
も
納
税

義
務
者
本
人
の
所
得
が
1
千
万
円
を
超

え
る
場
合
は
適
用
で
き
ま
せ
ん
。

変更後　配偶者控除
納税義務者の
合計所得金額
（給与収入参考）

控除額

控除対象
配偶者

老人控除対象
配偶者

900万円以下
（1120万円以下） 33万円 38万円

900万円超
950万円以下
（1120万円超
1170万円以下）

22万円 26万円

950万円超
1000万円以下
（1170万円超
1220万円以下）

11万円 13万円

変更後　配偶者特別控除
納税義務者の
合計所得金額
（給与収入参考）

控除額
配偶者の合計所得金額

38万円超
90万円以下

90万円超
95万円以下

95万円超
100万円以下

100万円超105万
円以下

105万円超110万
円以下

110万円超115万
円以下

115万円超120万
円以下

120万円超123万
円以下

900万円以下
（1120万円以下） 33万円 31万円 26万円 21万円 16万円 11万円 6万円 3万円

900万円超
950万円以下
（1120万円超
1170万円以下）

22万円 21万円 18万円 14万円 11万円 8万円 4万円 2万円

950万円超
1000万円以下
（1170万円超
1220万円以下）

11万円 11万円 9万円 7万円 6万円 4万円 2万円 1万円


